

























































　国有普通財産の払下（最判昭和 35 年 7 月 12 日），
　公証行為（最判昭和 39 年 1 月 24 日家賃台帳事件），
　 行政指導（東京地判昭和 46 年 11 月 8 日函数尺事件行集 22 巻 11・12 号
1785 頁），
　国鉄職員に対する不利益処分（最判昭和 49 年 2 月 28 日），
　 行政機関相互の内部行為（昭和 53 年 12 月 8 日日本鉄道建設公団事件），
　工業地域指定の決定（最判昭和 57 年 4 月 22 日民集 36 巻 4 号 705 頁），
　公務員の採用内定通知（最判昭和 57 年 5 月 27 日），
　 規則・要綱による補助金交付決定（不服申立手続なし）（東京地判昭和 63
年 9 月 16 日），
　要綱による一部負担金払戻金・見舞金の支給（最判平成 24 年 3 月 6 日）。
領域B　　公権力の行使（国賠法でも行訴法でも）であるが，処分でないもの。
例えば，
　行政財産の使用許可（最大判昭和 28 年 12 月 23 日），
　国立学校学生の退学処分（最判所昭和 29 年 7 月 30 日），
　国鉄職員の不利益処分（最判昭和 29 年 9 月 15 日），
　要綱に基づく補助金支給の決定（大阪高判昭和 54 年 7 月 30 日），
　 第 2 種市街地再開発の事業計画決定（最判平成 4年 11 月 26 日民集 46 巻
8 号 2658 頁），
　国税通則法 57 条による充当（最判平成 6年 4月 19 日），
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　2 項道路の一括指定（最判平成 14 年 1 月 17 日民集 56 巻 1 号 1 頁），
　 食品衛生法違反通知書による通知（最判 16 年 4 月 26 日民集 58 巻 4 号
989 頁），
　労災就学援護費決定通知（最判平成 15 年 9 月 4 日），
　病院開設中止勧告（最判平成 17 年 7 月 15 日民集 59 巻 6 号 1661 頁），
　 土地区画整理事業の事業計画決定（最大判平成 20 年 9 月 10 日民集 62 巻




　 最判昭和 39 年 10 月 29 日ごみ焼却場事件の定式が妥当する行政作用。
領域D　　公権力の行使（国賠法）であり，公権力の行使（行訴法）性が未
決で，処分であるもの。例えば，
　 条例による補助金交付決定（不服申立ての教示あり）（札幌高判昭和 44 年
4 月 17 日），
　弁済供託金の取戻請求の却下（最大昭和 45 年 7 月 15 日），
　郵政職員に対する不利益処分（最判昭和 49 年 7 月 19 日），
　 補助金適正化法による補助金支給決定（東京地判昭和 51 年 12 月 13 日，
東京高判昭和 55 年 7 月 28 日），
　弁護士会による懲戒処分（東京高判昭和 63年 2月 25 日判時 1272 号 74 頁），
　指定管理者による処分（岡山地決平成 19 年 10 月 15 日）。
領域E　　公権力の行使（国賠法）でなく，公権力の行使（抗告訴訟）性が
未決で，処分であるもの。例えば，































消防庁の同意（最判昭和 34 年 1 月 29 日）や行政機関相互の作用（昭和
















































































































る（最判昭和 46 年 1 月 20 日32）。
また，最判平成 23 年 6 月 14 日33は，老人福祉施設の民間移管において建
物の無償譲渡と土地の貸付は民事上の契約であるとの前提を置いている。
これとは反対に，自作農創設特別措置法により農地を売渡す行為は行政処


































244 条の 4第 1項）と規定されており，行政処分性が明らかである。ゆえに，
公の施設の使用許可は，Dに入るとしてよかろう。
5．指定管理者による処分




いては審査請求の途が明文で定められているので（地方自治法 244 条の 4第
3 項），Dに含め得よう。例えば，指定管理者の処分を仮に義務付けた事例
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申立手続の適用がない（地方公営企業法 39 条 1 項）。私法上の契約関係であ
るからという64。そうすると，Aに含め得よう。
（6）条件附採用の職員に対する不利益処分には，不服申立手続の適用はなく
（参照，地方公務員法旧 49 条 5 項，現行 29 条の 2第 1項），審査の請求はで
きないが，取消の訴えを適法なものとした判決（高松高判昭和 37年 11月 27
日）65がある。Bに入るであろう。
（7）その他，公務員の行政措置要求（地公法 46 条。参照，国公法 86 条）に
対する却下又は棄却の決定は，職員の具体的権利に影響を及ぼすので，行政










































































































成 15 年 9 月 4 日とは対照的な判決である。
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また，申請の根拠である要綱が，法令の委任によるものでないことから，
行政処分性が否定されたものとして，東京地判昭和 60 年 6 月 27 日85がある。
本判決では，不服申立手続には言及されていない。Aに入る事例である。
さらに，要綱ではないが，長の補助金交付規則が制定されていた東京地判
昭和 63 年 9 月 16 日86では，不服申立手続を設けおらず，また，教示がされ


















り（土地改良法 87 条 6 項），行政処分性が認められる（参照，最判昭和 61
年 2 月 13 日土地改良事業施行認可事件87）。よって，Dに入る。
処分その他公権力の行使について（松塚） 21
但し，異議の申出（土地改良法（平成 11 年法律 87 号による改正前のもの）




いため，都道府県知事による異議の申出の棄却決定（土地改良法 96 条の 2
第 5項及び 9条 2項）は，「裁決」（行訴法 3条 3項）に該当しないと同最判













成 11 年 3 月 31 日司法書士登録拒否事件91は，不服申立手続が設けられてい
るにもかかわらず，司法書士会連合会による登録取消の行政処分性を否定す
るのである。









平成 10 年 11 月 13 日93）。その他にも，資格者団体の事案で，行政不服申立
手続の存在から行政処分性を導くことを示唆するような判決がある94。東京




























理する学説99もある），同一概念であるとして，行訴法 3条 1 項では公権力
の行使を例として挙げたにすぎないと解するほうが，用語の混乱が少ないで
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